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 関連情報を入手するための紹介窓口は、記
４に同じ。
 記２に掲げる調査等競争参加資格の認定
を受けていない者も記４により参加表明書
を提出することができるが、競争に参加する
ためには、参加表明書の提出期限日までに、
当該資格の認定を受けていなければならな
い。
 外国資格を有する技術者（わが国及びＷＴ
Ｏ政府調達協定協約国その他建設市場が開放
的であると認められる国等の業者に所属する
技術者に限る。）をもって申請する場合には、
あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当と旧
建設大臣認定又は国土交通大臣認定を受けて
いる必要がある。
なお、参加表明書の提出期限までに当該認
定を受けていない場合にも参加表明書を提出
することができるが、この場合、参加表明書
提出時に当該認定の申請書の写しを提出する
ものとし、当該業者が選定を受けるためには
選定通知の日までに大臣認定を受け、認定書
の写しを提出しなければならない。
 詳細はホームページに掲載する手続開始の
公示（説明書）による。

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、下記ロ．に示す施工（調査等）管
理業務の受注者、当該施工（調査等）管理業

 審査基準日から入札・開札を経て落札者決
定の日までの期間（期首及び期末の日を含む）
において、入札に参加しようとする者の間に
以下の基準のいずれかに該当する関係がない
こと（基準に該当する者のすべてが共同企業
体の代表者以外の構成員である場合を除く）。
なお、上記の関係がある場合に、辞退する
者を決めることを目的に当事者間で連絡を取
ることは、指示書１［１］入札手続の公正性・
透明性の確保に関するお願いのの記載に
抵触するものではないことに留意すること。
イ．資本関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、子会社（会社法第２条
第３号に規定する子会社をいう。以下、こ
のイ．資本関係の記載中において同じ。）又
は子会社の一方が更生会社又は再生手続が
存続中の会社である場合は除く。

 親会社（会社法第２条第４号に規定す
る親会社をいう。以下、このイ．資本関
係の記載中において同じ。）と子会社の関
係にある場合
 親会社を同じくする子会社同士の関係
にある場合

ロ．人的関係 以下のいずれかに該当する二
者の場合。ただし、については、会社の
一方が更生会社又は再生手続が存続中の会
社である場合は除く。
 一方の会社の役員（以下に掲げる定義
に該当する者をいう。以下、このロ．人
的関係の記載中において同じ。）が、他方
の会社の役員を現に兼ねている場合
 一方の会社の役員が、他方の会社の管
財人（以下に掲げる定義に該当する者を
いう。）を現に兼ねている場合
【役員の定義】
１）会社の代表権を有する取締役（代表
取締役）
２）取締役（社外取締役を含む。ただし、
委員会等設置会社の取締役を除く。）
３）委員会等設置会社における執行役又
は代表執行役

【管財人の定義】
会社更生法第67条第１項又は民事再生
法第64条第２項の規定により選任された
管財人

ハ．その他入札の適正さが阻害されると認め
られる場合
その他、上記イ．又はロ．と同視しうる
資本関係又は人的関係があると認められる
場合。

３ 技術提案書の提出者を選定するための基準
 参加表明者の経験及び能力
 配置予定管理技術者の経験及び能力
 業務実施体制
４ 入札手続等
 担当部署 〒9800021 宮城県仙台市青葉
区中央３２１ 青葉通プラザ３階 東日
本高速道路株式会社 東北支社 技術部 調
達契約課長代理 川崎 伸二 電話022
2171726
 契約図書の配布期間及び方法
 配布期間 入札公示日から平成28年10月
14日（金）まで。
 配布方法 当社ホームページに掲載す
る。

務の受注者と資本若しくは人事面において関
連のある者、当該施工（調査等）管理業務の
担当技術者の出向・派遣元、当該施工（調査
等）管理業務の担当技術者の出向・派遣元と
資本若しくは人事面において関連がある者と
して、本工事若しくは調査等の発注に関与し
た者でないこと、又は現に下記ロ．に示す施
工（調査等）管理業務の受注者、当該施工（調
査等）管理業務の受注者と資本若しくは人事
面において関連のある者、当該施工（調査等）
管理業務の担当技術者の出向・派遣元、当該
施工（調査等）管理業務の担当技術者の出向・
派遣元と資本若しくは人事面において関連が
ある者でないこと。
イ．「資本若しくは人事面において関連があ
る者」とは、下記の又はに該当する者
である。
 当該受注者若しくは下請負人の発行済
株式総数の100分の50を超える株式を有
し、又は、その出資の総額の100分の50
を超える出資をしている者。
 業者の代表権を有する役員が当該受注
者若しくは下請負人の代表権を有する役
員を兼ねている場合における当該業者。

ロ．施工（調査等）管理業務の受注者
・施工（調査等）管理業務名
いわき工事事務所 調査等業務（その２）
・施工（調査等）管理業務受注者
株式会社近代設計

６ Summary
 Subject matter of the contract : Joban
Expressway Niida river bridge and other 1
bridge basic and detailed design
 Time limit to express interests : 4 : 00
P.M. 14 October 2016
 Time limit for the submission of propos‑
als : 4 : 00 P.M. 29 November 2016
 Time limit for the submission of tenders :
4 : 00 P.M. 12 January 2017
 Official in charge of the contract of the
procuring entity : Haruo Kojima, Director
General of Tohoku Regional Head Office,
East Nippon Expressway Company Limited
 Classification of the services to be pro‑
cured : 42
 The language used for application and
inquiry shall be Japanese.
 The contact point for documentation re‑
lating to the proposal : Shinji Kawasaki,
Deputy Manager of Procurement ＆ Con‑
tract Division, Engineering Technology ＆
Procurement Department, Tohoku Region‑
al Head Office, East Nippon Expressway
Co., Ltd. 321, Chuo, Aoba‑ku, Sendai
City, Miyagi, Japan 9800021 Tel. 022
2171726

公募型競争入札方式に係る手
続開始の公示

次のとおり技術提案書の提出を招請します。
平成 28 年９月 13 日

（契約責任者）
東日本高速道路株式会社
東北支社長 小島 治雄

◎調達機関番号 417 ◎所在地番号 04
１ 業務概要
 品目分類番号 42
 業務名 常磐自動車道 浅見川橋他３橋基
本詳細設計
 業務箇所
自）福島県双葉郡広野町上浅見
至）福島県双葉郡広野町上北迫

 業務内容 本業務は、常磐自動車道 浅見
川橋、小名入川橋、杉内川橋及び北迫川橋の
Ⅱ期線建設のために実施する橋梁設計であ
る。
 履行期間 300日間
２ 競争参加資格
 東日本高速道路株式会社（以下「ＮＥＸＣ
Ｏ東日本」という。）契約規程実施細則第６条
の規定に該当しない者であること。
 ＮＥＸＣＯ東日本における平成27・28年度
調査等競争参加資格のうち「橋梁設計」の認
定を受けている者であること。
 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立てがなされている者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）に
基づき再生手続開始の申立てがなされている
者でないこと。ただし、それら手続開始の決
定後、改めて上記の競争参加資格の再認定
を受けている場合は除く。
 審査基準日（記４に示す「参加表明書」
の提出期限の日をいう。以下同じ。）から入
札・開札を経て落札者決定の日までの期間
（期首及び期末の日を含む）において、ＮＥ
ＸＣＯ東日本競争参加資格停止等事務処理要
領（平成18年８月７日東高契第269号）（以下
「資格停止要領」という。）に基づき、「地域２」
において競争参加資格停止を受けていないこ
と。
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